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公選制の調査を実施すべく調査団を派遣した（2001 年 9 月）。実はイスラエルは、1992 年











える懇談会｣の報告書（2002 年 7 月）は、a.憲法全面改正で大統領型をとる、b.憲法の一
部改正（特に政党条項を導入）で新たな議院内閣制型をとる、c.憲法の枠内での議院内閣
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制の改革（首相のリーダーシップの強化や与党幹部を多数閣僚等に入れることで与党―内
閣関係を強化するなど）にとどめる、の 3 類型を並列的にあげたが、小泉首相はその後こ



























































































2005 年 4 月 23 日）において、飯島滋明氏（工学院大学）の報告「『日本国憲法改正国民投票法
案』の問題点」がある。その報告をも参照しながら、問題点を整理しておきたい。 
(1) 2004 年 11 月 17 日、「自民党・憲法改正草案大綱（たたき台）」（事務局案（未定稿）、中谷
起草委員長＝当時が元防衛庁長官・元制服組という彼の立場を利用して、陸上幕僚監部の
二佐に安全保障の部分について一定の見解提出を依頼し、それが反映したということが判
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明して、結果的に白紙撤回になった）はたいへん大きな問題を内容的に残している。この








しかし、改正草案大綱（たたき台）では、まず各議院の総議員の（3 分の 2 ではなく）過
半数の賛成で国会が発議をする場合には、国民投票を行い、その有効投票総数の過半数の
賛成によって承認を得るとする。極めて問題なのは、各議院の総議員の 3 分の 2以上の賛
成で可決される場合には、国民投票は不要である、つまり国民の改正権の発動を要しない








2005 年 8 月 1 日に自民党新憲法起草委員会が発表した「自民党新憲法草案条文案（第 1次
案）」（朝日新聞 2005 年 8 月 2日）の 96 条 1項は、「この憲法の改正は、衆議院又は参議院
の発議に基づき、各議院の総議員の過半数の賛成で国会が議決し、国民に提案してその承
認を得なければならない。この承認には、特別の国民投票において、その過半数の賛成を
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のであろう。 













































































































（憲法 59 条 2 項）という、衆議院に（独裁も危惧される）巨大与党を抱える歪んだ衆参
関係になったのである。これを背景にして、総選挙後の 9 月 21 日に召集された特別国会






構成員は 50 名（自民 31 名、公明 4名、民主 12 名、共産 2名、社民 1名）で、中山太郎・




別委員会を設置せず、従来の憲法調査会（関谷勝嗣会長）を 10 月 12 日から毎週開会す
る運用であるという（高田健「総論賛成派でも各論はバラバラの国民投票法案」週刊金
曜日 578 号、2005.10.21）。 
 また、10 月 28 日、自民党新憲法起草委員会は、結党 50 周年大会（11 月 22 日予定）
で採択する「新憲法草案」を発表した（10 月 29 日の朝日・毎日・読売など各新聞朝刊
に掲載された）。「新憲法草案」の特徴と問題点については、拙稿を『軍縮問題資料』（軍
縮市民の会）2006 年 1 月号に掲載予定。 
